
 

 事 務 連 絡 

   令 和 ２ 年 ４ 月 １ ０ 日 

 

 

 

都道府県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中 

特別区 

 

各 検疫所 御中 

 

厚生労働省健康局結核感染症課 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局 

生活衛生・食品安全企画課 

検 疫 所 業 務 管 理 室 

 
 

「新型コロナウイルス感染症に関する都道府県等と厚生労働省健康フォローアップ

センターの連携について」の一部改正について 

 

都道府県、保健所設置市及び特別区（以下「都道府県等」という。）と健康フォロ

ーアップセンターの連携について、「検疫所で把握した新型コロナウイルス感染症に

感染したおそれがある者に対する健康フォローアップ等について」（令和２年２月 17

日付通知、令和２年３月 20日最終改正。以下「２月 17日通知」という。）及び「新

型コロナウイルス感染症に関する都道府県等と厚生労働省健康フォローアップセン

ターの連携について 」（令和２年２月 18 日付事務連絡、令和２年３月 20日最終改

正。以下「２月 18 日事務連絡」という。）によりお知らせしたところです。 

今般、健康フォローアップの対象となる地域の拡大等を踏まえ、都道府県等の事務

負担を軽減するとともに、健康フォローアップを受ける本人の負担を軽減するため、

ＬＩＮＥ株式会社にご協力いただき、健康フォローアップの一部を、ＬＩＮＥ株式会

社が提供するアプリケーション（以下「ＬＩＮＥアプリ」という。）等を活用して実

施することとしました。ついては、２月 18日事務連絡について、別紙のとおり改正

し、令和２年４月 10日より適用することとしました。 

貴職におかれましては、管轄保健所等に当該取扱いについて周知していただくとと

もに、引き続き、健康フォローアップセンター又は検疫所から健康フォローアップ等

の協力の要請があった場合には、適切に御協力いただきますようよろしくお願いいた

します。 

 

 



 

 事 務 連 絡 
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（最終改正）令和２年４月 10日 

 

 

 

都道府県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中 

特別区 

 

各 検疫所 御中 

 

厚生労働省健康局結核感染症課 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局 

生活衛生・食品安全企画課 

検 疫 所 業 務 管 理 室  

 
 

新型コロナウイルス感染症に関する 

都道府県等と厚生労働省健康フォローアップセンターの連携について 

 

 

検疫所で把握した新型コロナウイルス感染症に感染したおそれがある者に対する

対策について、厚生労働省に新型コロナウイルス感染症に係る健康フォローアップセ

ンター（以下「健康フォローアップセンター」という。）を設置して実施する旨、令

和２年１月 29 日付事務連絡「新型コロナウイルスに係る厚生労働省健康フォローア

ップセンターの設置について」によりお知らせしたところです。 

また、都道府県、保健所設置市及び特別区（以下「都道府県等」という。）と健康

フォローアップセンターの連携について、令和２年２月 17 日付通知「検疫所で把握

した新型コロナウイルス感染症に感染したおそれがある者に対する健康フォローア

ップ等について」（以下「２月 17 日通知」という。）によりお知らせしたところです

が、今般、当該連携に係る具体的内容について、下記のとおり整理したのでお知らせ

いたします。 

都道府県等におかれましては、管轄保健所等に当該取扱いについて周知していただ

くとともに、健康フォローアップセンター又は検疫所から健康フォローアップ等の協

力の要請があった場合には、適切に御協力いただきますようよろしくお願いいたしま

す。 

別紙 



記 

 

 

第１．健康フォローアップ対象者の把握及び名簿の作成・管理 

 １．検疫所における対象者名簿の作成・管理及び健康フォローアップセンターにお

ける健康フォローアップの補助 

検疫所は、次のとおり、健康フォローアップの対象となる者を把握し、名簿を

作成・管理する。 

 

① 検疫所は、２月 17 日通知を踏まえ、次の対象者を健康フォローアップの対

象者として特定し、健康フォローアップの対象とする者に係る名簿（以下「対

象者名簿」という。）を作成すること。 

また、検疫所は、都道府県等における健康フォローアップの実施に係る事務

負担を軽減するとともに、健康フォローアップを受ける本人の負担を軽減する

ため、検疫の実施に当たり、健康フォローアップの対象者に対して、保健所等

から本人への電話連絡等による方法に代えて、ＬＩＮＥ株式会社が提供するア

プリケーション（以下「ＬＩＮＥアプリ」という。）、ＡＩを使用した自動音声

による電話連絡（以下「ＡＩ電話」という。）等の方法を活用した健康フォロ

ーアップの実施に同意するか否かを確認すること。 

対象者名簿の作成に当たっては、別紙１を活用し、氏名、生年月日、住所地、

連絡先、流行地域の滞在歴、症状、フォローアップ期間、日本での滞在地、Ｌ

ＩＮＥアプリ、ＡＩ電話等の方法による健康フォローアップの実施への同意の

有無等の健康フォローアップを実施するに当たり必要な情報を記録すること。 

 

  ＜健康フォローアップ対象者の類型＞ 

・ 入国した日の過去 14 日以内に感染症危険情報レベル３の国・地域（別

紙）の滞在歴がある者 

・ その他、検疫所長が特に必要と認めた者（準用検疫法第 18 条第４項及

び第５項に当てはまる者を含む） 

 

② 検疫所は、①で作成した対象者名簿を、毎日、健康フォローアップセンター

に送付すること。また、当該名簿の内容に変更がある場合には、その都度、変

更があった旨を健康フォローアップセンターに連絡すること。 

 

③ 健康フォローアップセンターは、都道府県等における健康フォローアップの



実施に係る事務負担を軽減するとともに、健康フォローアップを受ける本人の

負担を軽減するため、②の名簿において、ＬＩＮＥアプリ、ＡＩ電話等の方法

による健康フォローアップの実施に同意をしている者について、ＬＩＮＥ株式

会社と連携し、ＬＩＮＥアプリ、ＡＩ電話等の方法により、本人の健康状態を

確認した上で、その情報を都道府県等に送付すること。 

 

２．検疫所から都道府県等への対象者の連絡及び健康フォローアップの実施依頼 

検疫所は、次のとおり、対象者名簿に則り、都道府県等に連絡するととともに、

健康フォローアップを実施するよう依頼すること。 

① 検疫所は、対象者名簿に新規対象者を記載した場合、速やかに、新規対象者

の住所地（住所地がない場合には、滞在先。以下同じ。）の都道府県等に対し

て、当該対象者に係る対象者名簿の情報その他健康フォローアップに必要な情

報を伝達するとともに、原則として毎日、対象者に対して、健康フォローアッ

プを実施するよう依頼すること。 

② 検疫所は、対象者に対し検疫所で隔離・停留を行う場合又は対象者の同意に

基づき搬送した場合などには、①に加え、搬送先、隔離・停留の期間等も合わ

せて都道府県等に連絡するとともに、その状況について、健康フォローアップ

センターに対して情報提供を行うこと。 

 

３．都道府県等における対象者名簿の管理 

都道府県等は、２月 17 日通知を踏まえ、検疫所から２の連絡を受けた場合、

対象者名簿を管理すること。また、当該名簿の内容に変更がある場合には、その

都度、変更があった旨を検疫所に連絡すること。 

 

 ４．都道府県等における健康フォローアップの実施 

(1) ＬＩＮＥアプリ、ＡＩ電話等の方法による健康フォローアップの実施に同意

していない者に対する健康フォローアップ 

都道府県等は、２月 17 日通知を踏まえ、検疫所から２の連絡を受けた場合、

次のとおり、健康フォローアップを実施すること。 

① 都道府県等は、対象者名簿に基づき、当分の間、原則として毎日、対象者に

対して、次のとおり、健康フォローアップ等を実施すること。 

・ 入国の翌日から起算して 14 日経過するまで、対象者への健康フォローア

ップを実施すること。 

・ 電話等により本人に連絡を行い、健康状態を聴取すること。具体的には、

体温、咳の有無、咽頭痛の有無、鼻汁又は鼻閉の有無、全身倦怠感の有無、



その他特に申出があった症状、上記症状がある場合、その発症時期、医薬品

の使用の有無を確認すること。 

・ 不要不急の外出はできる限り控え、また、周囲と接触する場合はマスクを

着用し可能な限り長時間の接触は避けるよう勧告すること。 

・ 一般的な衛生対策として、咳エチケット（咳やくしゃみをする際はティッ

シュで鼻と口を覆う、マスクの着用など）及び石けんと水を用いた手洗い、

アルコール消毒の徹底等を励行するよう勧告すること。 

・ やむをえず移動する際にも、公共交通機関の利用は避けるよう勧告するこ

と。 

・ 発熱や感冒様症状（咳、全身倦怠感等）等を認めるときは、本人から帰国

者・接触者相談センターに直ちに電話等により報告するよう、勧告すること。 

② 都道府県等は、①の健康フォローアップを実施した結果、対象者の発熱や呼

吸器症状等の新型コロナウイルス感染症の疑いのある症状を認めた場合には、

感染症指定医療機関等で適切な医療が提供されるように調整すること。 

なお、発熱や急性呼吸器症状等を認め医療機関を受診させた場合は、入院に

なったか否かにかかわらず、検査の実施状況等、定期的にその後の状況を医療

機関又は対象者本人より聴取すること。 

 

(2) ＬＩＮＥアプリ、ＡＩ電話等の方法による健康フォローアップの実施に同意

した者に対する健康フォローアップ 

都道府県等は、２月 17 日通知を踏まえ、検疫所から２の連絡を受けた場合、

次のとおり、健康フォローアップを実施すること。 

①  健康フォローアップセンターは、ＬＩＮＥ株式会社と連携し、ＬＩＮＥア

プリ、ＡＩ電話等を活用し、入国の翌日から起算して 14日経過するまで毎日、

37.5 度以上の発熱の有無、２日以上の継続的な発熱の有無、発熱以外の症状

（せき、のどの痛み、鼻水、鼻づまり、強いだるさ、息苦しさ、その他の風

邪症状）を確認するとともに、発熱又は発熱以外の症状があった場合、ＬＩ

ＮＥアプリ、ＡＩ電話等経由で対象者に対し、帰国者・接触者相談センター

に相談するよう連絡し、原則、実施日の 15時までに、その結果（聞き取りで

きなかったという情報を含む。）を、メールその他の方法により当該対象者の

住所地の都道府県等宛て送付すること。 

② 都道府県等は、①で送付された健康フォローアップの結果を必ず当日中に確

認の上、２日以上聞き取りができていない場合や発熱等の症状が継続的に認め

られる等、都道府県等において自ら本人に連絡する必要がある場合には、直接

対象者に対し健康フォローアップを実施するとともに、その結果を踏まえ、必



要に応じ、感染症指定医療機関等で適切な医療が提供されるように調整するこ

と。 

なお、発熱や急性呼吸器症状等を認め医療機関を受診させた場合は、入院に

なったか否かにかかわらず、検査の実施状況等、定期的にその後の状況を医療

機関又は対象者本人より聴取すること。 

 

５．都道府県等における健康フォローアップの報告 

  都道府県等は、４（１）に基づき都道府県等が自ら実施した健康フォローア

ップ及び４（２）に基づき健康フォローアップセンターから送付され、又はそ

の結果を踏まえて自ら実施した健康フォローアップの結果を取りまとめた健

康フォローアップ報告書を作成し、管理すること。当該作成に当たっては、別

紙２を活用すること。その際、対象者が４（１）に基づき都道府県等が自ら健

康フォローアップを行った者か、４（２）に基づき健康フォローアップセンタ

ーが健康フォローアップを行った者かの別がわかるように記載すること。 

また、当該報告書を検疫所及び健康フォローアップセンターに連絡すること。 

 

（厚生労働省 健康フォローアップセンター連絡先） 

電話：03-5253-1111（内線 8817、8822） 

03-3595-2305（直通）※厚生労働省 対策推進本部検疫班内 

メールアドレス：follow-up@mhlw.go.jp 

 

第２．留意点 

 （１）上記第１の作業については、以下のスケジュールで実施すること。 

・検疫所から都道府県等及び健康フォローアップセン

ターへの対象者名簿の送付 

１日分ごとに取りまとま

り次第順次 

・都道府県等から検疫所及び健康フォローアップ 

センターへの健康フォローアップ報告書の提出 

原則として、毎週月曜 16

時までに当日までの報告

内容を取りまとめて提出

すること 

ただし、対象者の症状の

変化（軽快し無症状とな

った場合を除く）、医療機

関受診勧奨、検査の実施、

mailto:follow-up@mhlw.go.jp


入院勧告があった場合に

は、その都度、当該日ま

での報告内容を取りまと

めて提出すること 

 

（２）都道府県等が、（１）の対象者の症状の変化（軽快し無症状となった場合を

除く）、医療機関受診勧奨、検査の実施、入院勧告があった場合に報告書の提

出を行う場合は、当該内容の報告である旨を明らかにして提出すること。 

  例）電子メールでの提出の場合は、件名の頭に「【随時報告案件】」と付記する。 

 

（３）対象者が 14日間の健康フォローアップ期間を無症状で経過した場合は、そ

の後の直近の報告書の報告を行う際に、別紙２の当該対象者の欄を灰色に着色

して報告すること。 

 

以上 



感染症危険情報レベル３の国・地域 

東アジア 大韓民国、台湾 、中華人民共和国（香港及びマカオを含む。） 

東南アジア インドネシア、シンガポール、タイ 、フィリピン、ブルネイ、

ベトナム、マレーシア 

ヨーロッパ アイスランド、アイルランド、アルバニア、アルメニア 、ア

ンドラ、イタリア、英国（グレートブリテン及び北アイルラ

ンド連合王国）、エストニア、オーストリア、オランダ、北

マケドニア、キプロス、ギリシャ、クロアチア、コソボ、サ

ンマリノ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキア、

スロベニア、セルビア、チェコ、デンマーク、ドイツ、ノル

ウェー、バチカン、ハンガリー、フィンランド、フランス、

ブルガリア、ベルギー、ポーランド、ボスニア・ヘルツェゴ

ビナ、ポルトガル、マルタ、モナコ、モルドバ、モンテネグ

ロ、ラトビア、リトアニア、リヒテンシュタイン、ルーマニ

ア、ルクセンブルク 

中東 イスラエル、イラン、トルコ、バーレーン 

アフリカ エジプト、コートジボワール、コンゴ民主共和国 、モーリシ

ャス、モロッコ 

北米 アメリカ、カナダ 

中南米 エクアドル、チリ、ドミニカ国、パナマ、ブラジル、ボリビ

ア 

大洋州 オーストラリア、ニュージーランド 

 


